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序　　　　　文

メキシコ合衆国は、埋蔵量・産出量ともに中南米有数の産油国であり、国家経済戦略において

石油が極めて重要視されています。メキシコ合衆国の石油産業は、メキシコ石油公社（PEMEX）

が独占的に支配している状況ですが、石油が国家経済において大きな地位を占めるメキシコ合衆

国においては、石油の国際価格の上下もさることながら、同公社の製油所の安全管理が一大関心

事となっています。同公社の製油所は、先進国と比べて事故発生件数が多く、事故防止に対する

訓練は行われているものの、実効が上がっていないのが実状です。

このような背景の下、メキシコ合衆国政府は、1995 年に日本政府に対し、日常業務における保

全、メンテナンスの取り組みまでを包含する日本の安全管理技術の移転を要請してきました。

これを受け、我が国政府は国際協力事業団（JICA）を通じ、1996 年 4 月に事前調査、同年 7 月

に長期調査を実施した後、同年 9 月に討議議事録の署名・交換を行いました。本件プロジェクト

は同討議議事録に基づき、1996 年 12 月から 5 年間にわたり実施されてきました。

今般、JICA はプロジェクトの進捗状況を確認し、当初計画に対する協力及び技術移転達成度に

ついてメキシコ側関係者と合同で評価するため、協力期間終了を 5 か月後に控えた 2001 年 6 月

17 日から 29 日まで終了時評価調査団を派遣しました。

本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただきました日本及びメキシコ両国の関係各位に対し、

深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

平成13 年 12 月

国 際 協力事業団　　

理事　望月　　久　





評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表

案件概要 国名：メキシコ合衆国 案件名：石油精製安全研修センター
分野：鉱工業
　　　人材育成

援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第二課

協力金額（無償のみ）：

先方関係機関：メキシコ石油公社（PEMEX）

我が方協力機関：
・経済産業省資源エネルギー庁石油精製備蓄課
・石油連盟

協力期間 (R/D)：1996.12.01～2001.11.30

他の関連協力：ケレタロ州産業技術開発センター
（CIDESI）プロジェクト

・ 協力の背景と概要
　メキシコ石油公社（PEMEX）の事業所における事故率が高いことから、日常業務とし
ての保全、メンテナンスの取り組み方までを包含する日本の安全管理技術に係る協力が
要請された。これに対して、特にサラマンカ製油所における安全性向上を目的とし、石
油精製安全研修センター（CES）での研修コース実施、及び製油所での現場指導、組織・
体制・規則などの整備に係る協力を行ってきた。

（上位目標）
  サラマンカ製油所の生産性が向上する。

（プロジェクト目標）
  サラマンカ製油所の安全性が向上する。

（成果）

 0. プロジェクトの組織・運営体制が確立される。
 1. すべての従業員が安全に関する知識を習得する。
 2. 労働態度が向上する。
 3. すべての従業員が、勤務中の潜在的危険を予知し、予防措置をとる。
 4. すべての従業員が手順と規則を遵守する。
 5. 不安全状況に対する認識が向上する。
 6. 安全に関する情報が、各部署内で活用される。
 7. 安全活動計画が各部署で実施される。

（投入）※評価時点

日本側：
  長期専門家派遣 12 名 機材供与 8,900万円

  短期専門家派遣 8 名 ローカルコスト負担

  研修員受入れ 26 名 その他

相手側：

  カウンターパート配置 36 名 機材購入
  土地・建物提供 ローカルコスト  US$191万
  その他 （設備、機器、人件費、光熱費など）



調査者 （担当分野：氏名  所属）
団長・総括：   加藤 正明  JICA鉱工業開発協力部 鉱工業開発協力第二課 課長
技術協力計画： 中村 好伸 経済産業省 資源エネルギー庁 石油精製備蓄課 課長補佐
安全管理：     北原 英治 千代田化工建設株式会社 安全管理室 課長
評価計画：     高城 元生  JICA鉱工業開発協力部 鉱工業開発協力第二課 職員
評価分析：     高田   亘  CRC海外協力株式会社 コンサルタントグループ 上席研究員

プロジェクト運営指導調査団（終了時評価調査団と同日程にて派遣）
技術移転計画： 紺野 臣郎 石油連盟技術環境部　次長

調査期間 2001年 6月 17日～6月 29日
（※コンサルタント団員は 6月 11日～29日）

評価種類：終了時評価

1．評価の目的
  　協力期間終了を５か月後に控え、日本側・メキシコ国側合同で計画達成度を把握し、評価５項目に
基づく評価を行う。

2．評価結果の要約
（1）目標達成度

プロジェクト目標、成果ともに協力期間内に達成される見込みである。
協力の初期の段階では、安全活動を実施するために必要な「習慣を変える」ことに対する抵抗が
あり、安全手法の現場定着が難しかった。しかしながら、サラマンカ製油所（RIAMA）幹部の積
極的な関与、専門家、カウンターパート、安全プロモーターの粘り強い努力により、プロジェクト
目標である「サラマンカ製油所の安全性向上」は実現されつつある。

（2）効　果
プロジェクトの実施により、いくつかの重要な効果が発現している。
まず、石油精製安全研修センター（CES）がRIAMAの4,000人以上の全従業員に対し、繰り返し
研修を実施した結果、製油所全体の安全意識が向上した。
　また、プロジェクトによって、安全とは自らのためであり、各人の責任であるという新しい安全
文化が育まれ、安全は全員参加による予防的な方法で確保されるという意識が徹底された。
さらに、日本的手法に基づく安全活動が多くの現場で実践され、定着されつつある。RIAMAの
成功は他の製油所にもインパクトを与えCESは研修活動を広げている。

（3）効率性
投入は効率的に効果に転換されている。
日本・メキシコ双方よりほぼ計画どおりの投入が行われ、予定どおりの成果が得られている。す
べての投入の質・量・タイミングは適切であった。調査団、合同調整委員会、RIAMA/CES間のス
テアリングミーティング、PEMEX本社と日本の国内委員会の支援がプロジェクトの効率的な運営
に貢献した。

（4）計画の妥当性
プロジェクト実施の決定は極めて妥当である。
上位目標、プロジェクト目標ともに国家政策とPEMEX本社、RIAMAの組織上のニーズに合致し
ており、プロジェクト目標に対する成果の設定も正しく行われている。ただし、5年間という協力
期間に比して、プロジェクト目標は非常に意欲的であった。

（5）自立発展性
プロジェクトは組織面、財政面、技術面のいずれからも自立発展可能と判断される。
組織的にはCESは既に継続的に研修機能を果たすための十分な能力を有しており、RIAMAは安
全活動を続けていく体制を備えつつある。また、財政的にもCESの活動に対するPEMEXの支援は
引き続き期待できる。さらに移転された技術はメキシコ国の石油精製業の技術レベル及びニーズに
合致している。



3．効果発現に貢献した要因

（1）我が方に起因する要因

・日本研修をカウンターパートのみでなくRIAMA管理職にも実施し、日本での安全活動を見せるこ
とにより管理職による安全管理のイニシアティブを喚起した。

・専門家が粘り強く幹部層に働きかけ、現場活動を促進した。

（2）相手方に起因する要因

・PEMEX本社及びRIAMAの幹部がプロジェクトの重要性を理解し、積極的に関与・支援した。

・優秀なカウンターパートが配置され定着した。

・各ラインの240名の安全プロモーターに加え新たに20名の専任の安全プロモーターが配置されたこ
とにより、日本的手法による安全活動が促進された。

（3）双方に起因する要因

・RIAMA、CES、専門家間でステアリングミーティングがもたれ、移転技術の現場展開を促進した。

・PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）がプロジェクト運営のためのツールとして有効
に機能した。

・プロジェクト実施の途中で現場展開の必要性が認識され、活動計画の修正が適切に行われた。

4．問題点及び問題を惹起した要因

製油所の安全性向上への協力活動として現場展開の必要性が認識され、活動が導入されたのが協力
期間の後半であったため時間的な制約があった。

5．教訓（新規案件、現在実施中の他の案件へのフィードバック）

・PDMを使ったプロジェクト管理手法は有効である。それゆえPDMの策定には慎重さと正確性が要求
されるものの、PDMで想定していない事態が生じた場合には、早期に適切な修正を行うことが効果
的である。

・本プロジェクトで得られた経験は日本・メキシコ双方にとって有益であり、今後、安全性向上を目
的とした類似のプロジェクトに生かされるべきである。

6．提言（評価対象案件へのフィードバック）

期間内に目標達成の見込みであり、延長の措置は必要としない。しかし協力期間終了後の持続発展
を確保するため以下の努力が必要である。

・CESは移転された技術を維持し研修コースの内容を向上させること。

・CES、RIAMAは専門家が残した安全活動の推進機能（啓蒙、実務指導、計画、支援、勧告）を維持・
向上させること。

・RIAMAは安全性向上の具体的な目標を設定し、目標達成のための実行組織を配置すること。

以　上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



略　語　表

CES Centro de Entrenamiento en Sequridad 石油精製安全研修センター

CIDESI Centro de Ingenieria y Desarollo Industrial ケレタロ州産業技術開発センター

IMEXCI Instituto Mexicano de Cooperacion Internacional 外務省国際協力庁

PEMEX Pertroleos Mexicanos メキシコ石油公社

RIAMA Refineria Ing. Antonio M. Amor サラマンカ製油所
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯

メキシコ合衆国（以下「メキシコ国」と記す）において、石油産業の果たす役割は大きく、国営

企業であるメキシコ石油公社（Pertroleos Mexicanos：PEMEX）の収入は、1990 年代を通して公

的部門収入の約 3 割（対 GDP 比約 7％）に貢献してきた。

この一方で、PEMEX の製油所においては、先進国と比べ事故発生件数が多く、事故防止に関す

る訓練は行われているものの、実効があがっていない状況にあった。このため、同公社の製油所

における安全性の向上は、国民の大きな関心事であるとともに、同国経済全体に影響する問題と

して位置づけられ、技術協力の必要な重点課題とされてきた。

かかる状況の下、メキシコ国政府は、1995 年に日本政府に対し、日常業務としての保全、メン

テナンスの取り組み方までを包含する日本の安全管理技術に係る協力を要請した。

これを受け、我が国政府は、1996 年 4 月に事前調査、1996 年 7 月に長期調査を実施した後、1996

年 9 月にR/D の署名・交換を行い、1996 年 12 月から5 年間を予定として、特にPEMEX のサラマ

ンカ製油所（Refineria Ing. Antonio M. Amor：RIAMA）の安全レベルの向上を目的とするプロ

ジェクト方式技術協力を開始した。

その後、協力の前半期では、サラマンカ製油所従業員を対象とした安全に関する研修コースの

整備を中心とした活動を進め、協力の中盤以降は、研修の実施に加え、同製油所における安全活

動を促進するための現場指導や、組織・体制・規則などの見直しを行ってきた。

1 － 2　調査団派遣の目的

本終了時評価調査では、2001 年 11 月 30 日の協力期間終了を約 5 か月後に控え、日本側・メキ

シコ国側合同で以下（1）～（4）の内容による終了時評価を実施することを目的とした。

（1）プロジェクトの活動実績、日本・メキシコ国双方の投入実績、運営・管理状況、C/P への技

術移転状況などについて、当初計画に照らした現時点での達成度を調査し、下記 5 つの評価項

目（「評価 5 項目」）による整理を行う。

1） 目標達成度（Effectiveness）

2） 効果（Impact）

3） 実施の効率性（Efficiency）

4） 計画の妥当性（Relevance）

5） 自立発展性（Sustainability）
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1 － 5　主要面談者

1．メキシコ国側

（1）PEMEX 本社

Ing. Armando Leal Santa Ana 社　長

Ing. Alberto Alcaraz Granados 副社長

Ing. Emilio Diaz Frances 安全部長

Ing. Francisco Toscano Martinez 生産副部長

Ing. Gerardo Acevedo Sobrado 安全副部長

Ing. Eduardo Gutierez Ponce 安全副部長付コンサルタント

Ing. Miguel Mendoza Gutierrez 安全調整課長

Ing. Julio Vasquez Lopez コンサルティング副部長

（2）PEMEX・RIAMA

Ing. Miguel Tame Dominguez 製油所長

Ing. Benjamin Guerrero Romero 操業部長

Ing. Antonio Alvarez Moreno 安全・環境保護・検査部長

Ing. Manuel Melo Lopez 生産部長

Ing. Alvaro Muro Glez 管理部長

Ing. Eduardo Jasso Cruz 人事部長

（3）石油精製安全研修センター（Centro de Entrenamiento en Sequridad：CES）

Ing. Jesus M. Almanza Torres センター長

Ing. Servio Luis Padilla Gallegos 管理部長

（4）外務省国際協力庁（Instituto Mexicano de Cooperacion Internacional：IMEXCI）

Mr. Efrain del Angel Ramirez 技術協力部副部長

2．日本側

（1）長期専門家

今西　克己 チーフアドバイザー

野澤　俊博 業務調整員

常次　則行 安全管理

玉井　昭輝 安全管理技術
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桑原　　稔 メンテナンスセーフティー

渡邊　宗男 プロセスセーフティー

（2）日本国大使館

池山　成俊 一等書記官

（3）JICA メキシコ事務所

山口　三郎 所　長

桜井　英允 次　長

中根　　卓 所　員
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第 2 章　評価調査結果

2 － 1　調査方針と調査結果

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

1．評価用PDM（プ
ロジェクト・デザ
イン・マトリック
ス）

2．評価調査方法
（手順）

1999 年11 ～12 月の
巡回指導調査（中間評
価）に基づき、PDM を
改訂した（PDM-Ver.3）。

メキシコ国側とも協議のうえ、
現行PDM につき修正（調整）の必
要な点があれば修正し、評価用
PDM とする。

調査方法の概略（手順）は以下
のとおり。

（1）評価用 PDM を基に、評価グ
リッドを作成し、調査項目ごと
の情報源を整理する。なお、主
な情報源は以下のとおり。
・日本人専門家、C/P（PEMEX本
社、RIAMA）、関係機関、研修
受講者
（※質問票〔配付済み〕、インタ
ビューにより情報収集）
・プロジェクト実施状況を示す各
種資料（※プロジェクト四半期
報告書、専門家報告書、調査団
報告書など）

（2）上記評価グリッドに沿って情
報を入手・整理し、評価 5 項目
（目標達成度、効果、効率性、妥
当性、自立発展性）により終了
時評価調査表として評価結果を
取りまとめる。

（3）メキシコ国側評価調査団と協
議のうえ、合同評価調査書を取
りまとめる。

（4）残余協力期間内の協力方針、
その他特記事項についてメキシ
コ国側と協議・確認し、必要に
応じミニッツに記載する。

現行 PDM（Ver.3）に基づき評
価を実施した。

（1）（2）
日本人専門家、PEMEX 本社、
RIAMA、CES、他の製油所、CES
研修受講者、日本研修受講者に対
し、アンケートを実施するととも
に、前4 者については現地調査で
もインタビューを実施した。ま
た、プロジェクトによるモニタリ
ング報告書をベースに情報収集を
行い、以上をまとめて評価グリッ
ドに整理した。

（3）メキシコ国側チームと協議を
行い、合同評価報告書（英文）に
取りまとめ、署名・交換した。
（付属資料 2）

（4）短期専門家（勤労態度評価）の
リクルートの方法についてメキ
シコ国側と協議し、結果をミ
ニッツに記載した。
（付属資料 1）
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

3．計画達成度（計
画実績）の確認
（※モニタリン
グ）

全体実施計画（Plan
of Project Operation：
PO）及び年次実施計画
（Ann u a l  P l a n  o f　
 Operation：APO）に従
い、協力を実施してい
る。現時点での計画達
成度は以下のとおり。

（1）投入実績〈2001 年
5 月時点〉
○日本側
1.  長期専門家　累計
12 名
（内訳）
・チーフアドバイザー：
延べ 2 名
・業務調整員：延べ2 名
・安全管理：延べ 2 名
・安全管理技術：延べ2
名
・メンテナンスセーフ
ティー：延べ 2 名
・プロセスセーフティー：
延べ 2 名

2. 短期専門家　累計 8
名
（分野）非破壊検査、
腐食検査、安全工学
（HSE）、プロセス制御
など。
（※残り 1 名〔勤労態
度評価〕の派遣を調整
中）

3. 研修員受入れ　累計
25 名

4 .  機 材供与　累計
8,900 万円
（内容）各種検査・測
定機器（超音波探傷器、
電磁探傷器など）シ
ミュレーションソフ
ト、書籍など

既存・収集資料より左記確認す
る。

既存・収集資料より左記確認す
る。

同上

同上

投入実績について確認し、評価
レポートの添付資料（Annexes）
に取りまとめた。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

4．評価 5 項目によ
る整理

（1）目標達成度
（Effectiveness）

5. ローカルコスト負担
など
日本人専門家チーム
の執務に必要な現地業
務費を支給した。

○メキシコ国側
1．C/P 要員配置：延べ
35 名（事務職員5 名含
む）
2．施設（CES）
3．センター設備（パ
ソコンなど）
4. 人件費・光熱費
b）～ d） 累計約 US＄
191万（約2.3億円）（※
2001 年 3 月時点）

（2）活動の実施状況
現行APO に沿い、実
施されている。現行
PDM 中の32 項目（項番
0-1 ～ 7-3）のうち、活
動細目については完了
している項目も多い。
（3）成果（Outputs）の
達成度
プロジェクトからの
報告によれば、現行
P D M 上 の 成 果
（Outputs）の項目 0 ～
6 のうち、各々の細目
の達成度は 67％～ 100
％の範囲となってい
る。

・本プロジェクトのプ
ロ ジ ェ ク ト 目 標
（Project Purpose）　
は、「サラマンカ製油
所の安全レベルが向
上する」である。

同上

既存・収集資料より左記確認す
る。

左記につき、既存資料・収集資
料・ヒアリングにより状況を確認
する。また、残余協力期間の見通
しを確認する。

左記につき、既存資料・収集資
料・ヒアリングにより状況を確認
する。また、残余協力期間での成
果達成の見通しを確認する。

・上記 3 の計画達成度、及びプロ
ジェクトの目標達成度評価
（Project Purpose Monitoring）
結果から、協力終了時点での、
左記プロジェクト目標の達成見
通しを推定する。

同上

プロジェクトのモニタリングレ
ポートを確認し、評価レポートの
添付資料に取りまとめた。

プロジェクトのモニタリングレ
ポートを確認し、評価レポートの
添付資料に取りまとめた。

プロジェクトのモニタリング結
果、関係者へのアンケート／イン
タビュー、メキシコ国側との協議
に基づき、評価結果をレポートに
取りまとめた。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

（2）効果（Impact）

（3）効率性
（Efficiency）

・プロジェクトはモニ
タリングの一環とし
てプロジェクト目標
の達成度を評価して
おり（＝ Project　　
Purpo s e　　　　　
Moni tor ing）、2001
年 1 月に開催された
合同調整委員会では、
①管理者レベルの安
全態度、②組織化、③
規制、④安全教育、⑤
日本的安全管理手法
の実施、⑥施設、の側
面からの評価（モニ
タリング）を行って
いる。
1）直接的効果（＝上位
目標への効果）
・プロジェクトの上位
目標（=Overa l l　　
Goal：協力終了後、数
年経って、もたらさ
れることが期待され
る目標）は、「サラマ
ンカ製油所の生産性
が向上する」である。
・本プロジェクト実施
にすべての因果関係
を求めることはでき
ないものの、製油所
の無事故記録（2000
年3 月5 日から）は更
新されており、生産
性向上に貢献してい
るものと見られる。

2）間接的効果
・現状では、経済的、制
度的、社会的、環境的
側面などにおいて顕
著なインパクト（負
の側面も含む）は見
られていない。

・「成果（Outputs）」及
び「投入（Inputs）」の
達成度については上
記 3「計画達成度」を
参照。

・また「成果」から「プロジェクト
目標」へのつながりを促進、又
は阻害した要因についても調査
する。

・「人為ミスによる予定外シャッ
トダウンの減少の兆候」及び
「生産性の向上の傾向」が見られ
るかを調査する。
・なお、上位目標はプロジェクト
終了後、数年を経て実現できる
性格のものであることに留意す
る。

・既存資料、収集資料、ヒアリン
グにより、何らかの間接的な効
果が生じているかどうか、又は
将来的に生じる見通しがあるか
どうかを調査する。

・「成果」と「投入」を対比し、「投
入」の規模／内容／タイミング
が適切であったかを調査する。
・また、「投入」として連携も含め
た他のリソースの活用があれば
調査する。

同上

同上
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

（4）計画の妥当性
（Relevance）

（5）自立発展性
（Sustainabil i ty）

・上位目標、プロジェ
クト目標ともに中間
評価時点において妥
当性が確認されてい
る。
・その後も、内外環境
の変化から上位目標、
プロジェクト目標に
大きな変更を強いら
れる事態は生じてい
ない。

a） 財政的側面
・中間評価時点（1999
年 1 2 月）において
「PEMEX はプロジェ
クト終了後も活動に
十分な予算を確保で
きる見込みである」
と評価されている。
・PEMEX の収益は油
価の変動の影響を受
けるが、1999 年以降、
油価は高値で安定し
ており、当面の間は
収益減少による影響
は見られないものと
予想される。
b） 組織的側面
・中間評価時点（1999
年12月）において、自
立発展のためには
「安全管理体制（特に
良く管理職が機能す
ること）が不可欠で
ある」と評価されて
いる。
c） 技術的側面
・中間評価時点（1999
年 12 月）において、
C/P の技術・知識は研
修実施に十分なレベ
ルに達しているもの
の、彼ら自身で活動
を実施していくため
には効果的な指導法
の技術移転が必要で
ある、と評価されて
いる。

・国家政策、PEMEX の企業方針、
主たる受益者のニーズ等を勘案
し、本案件の上位目標、プロ
ジェクト目標、及び成果が協力
終了時（2001 年11 月末）におい
ても妥当なものであるかを評価
する。
・もし、妥当性に欠く点があれ
ば、その原因を調査する。

・プロジェクトへの予算措置の優
先度について確認する。

・既存資料、収集資料、ヒアリン
グにより現状及び将来的な見通
しについて確認する。

・既存資料、収集資料、ヒアリン
グにより現状及び将来的な見通
しについて確認する。

同上

同上

同上

同上
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

5. 効果発現に貢献
した要因

6. 問題点及び問題
を惹起した要因

7.　教訓・提言

8.　今後の計画
（1）プロジェクト
終了時まで

（2）延長又はフォ
ローアップの必要
性

・2001 年 1 月の合同調
整委員会によりプロ
ジェクト終了時点ま
での年次計画が策
定・承認されている。

・上記4.（2）の効果（Impact）を
もたらすにあたって貢献した要
素（factor）があった場合、その
要因をメキシコ国側、日本側に
分けて整理する。

・プロジェクトの目標達成にあ
たって問題となった点があった
場合、その問題点をあげるとと
もに、それを惹起した要因をメ
キシコ国側、日本側に分けて整
理する。

（1）教　訓
・ 評価調査結果から今後の本プロ
ジェクト及び類似プロジェクト
実施の改善に資する教訓を抽出
する。

（2）提　言
・評価調査結果から残余協力期間
（～2001 年11 月末）のプロジェ
クト実施の改善に資する提言を
導く。
・同調査結果からプロジェクトの
将来に向けての提言を導く。

・左記計画を確認する。微調整が
必要な場合は、メキシコ国側と
も協議のうえ、調整を確認す
る。

・協力終了時点での目標達成度、
メキシコ国側のニーズ、日本側
の支援体制・予算措置を勘案
し、協力の延長（又はフォロー
アップ）の要否を検討する。な
お、結論については調査団帰国
後、報告会又は各省会議におい
て関係各省・機関に諮ることと
し、本調査時点ではメキシコ国
側に対しコミットメントは行わ
ない。

プロジェクトのモニタリング結
果、関係者へのアンケート／イン
タビュー結果に基づき、評価分析
を行った。

同上

プロジェクトのモニタリング結
果、関係者へのアンケート／イン
タビュー、メキシコ国側との協議
に基づき、教訓・提言をレポート
に取りまとめた。

・残余計画に変更は生じないこと
を確認した。

・プロジェクトの協力期間は 11
月 30 日をもって終了すること
を確認した。
・一方、メキシコ国側は協力終了
後、RIAMA の安全管理体制の
一層の強化のため、高度な安全
管理技術に関する個別専門家の
派遣を要望した。これに対し、
本件調査団は、かかる専門家の
派遣について何らコミットメン
トはできないことを前置きした
うえで、日本側関係機関にかか
る要望があることを伝えること
は了承した。また、来年度（14
年度）の個別専門家要望調査の
スケジュールについて説明し
た。
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2 － 2　評価 5 項目による評価

1. 目標達成度

1．成果

参照（付属
資料 2 の添
付資料）

0. プロジェクトの組織・運営体制が確立される。

組織・運営体制が確立された。C/P への安全技術の移転、RIAMA 従業員の

研修訓練、安全知識と手法の啓蒙と現場展開といったプロジェクト活動の実

施に必要な組織と運営体制が PEMEX 本社並びに RIAMA 幹部の積極的な関

与を得て確立されている。

CES には建物、設備が整備され、研修に必要な教材を開発し、研修コース

を計画、実施し、さらに現場での指導も行える人材が配置されたことにより、

安全分野の研修コースを実施することが可能となった。

一方、RIAMA では、安全は安全を担当する部署のみでなく、各生産ライン

の責任であるとの方針が確認された。

1. すべての従業員が安全に関する知識を習得する。

下記の 2001 年 4 月末のモニタリング結果に見られるように、ほとんどの指

標が目標レベルに達しており、この成果はほとんど達成されたと判断される。

ただし、協力期間終了までに更なる向上のため最大限の努力が求められる。

1） C/P に対する研修修了率：90％（目標：100％）

2） 安全一般コースの出席率：95％（目標：90％以上）

3） プロセスセーフティーコースの出席率：97％（目標：90％以上）

4） メンテナンスセーフティーコースの出席率：94％（目標：90％以上）

5） 安全マネージメントコースの出席率：100％（目標：90％以上）

6） 安全上級コースの出席率：100％（目標：90％以上）

7） 検査技術研修の出席率：70％（目標：90％以上）

8） HAZOP 及び事故分析研修の出席率：100％（目標：90％以上）

9） すべての従業員が研修を受講した後のテスト合格（60 点以上）率：96％

　 （目標：80％以上）（無作為に選択）

10） インスペクターのASNT レベル 2 資格保有率：70％（目標：60％以上）

2. 労働態度が向上する。

モニタリングの結果は以下のとおりである。

1） 労働態度研修の出席率：95％（目標：90％以上）

2） ヘルメットと顎ひもの使用率：99％と 83％（目標：90％以上）

3） 5S 実施率（全エリア、ワークショップの）：100％（目標：80％以上）

4） 2000 年 11 月に実施されたアンケート調査の結果によれば、労働態度は

改善している。

労働態度と職場環境は改善されたと認められる。また、ワーカーとエンジ

ニアの間、ワーカー同士のコミュニケーションも改善されている。

添付資料 5

添付資料

10、11、12

添付資料 17

添付資料 17

達成度及び達成阻害要因
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3. すべての従業員が、勤務中の潜在的危険を予知し、予防措置をとる。

モニタリングの結果は以下のとおり。

1）KYK 実施率（全エリア、ワークショップの）：100％（目標：80％以上）

2）HAD（指差呼称）実施率（全エリア、ワークショップの）：86％（目標：

80％以上）

3）従業員によって報告されたヒヤリハットの件数：2001 年 1 ～ 3 月で合計

1 万 1,270 件（1 人当たり 0.28 件（目標：2001 年で年間 1 人 1 件）

 危険予知能力は向上し予防措置がとられていると判断される。

4. すべての従業員が手順と規則を遵守する。

以下のモニタリング結果に見られるとおり、従業員は手順と規則をより遵

守している。

1）作業許可書の添付書類の使用率（全エリア、ワークショップの）：100％

（目標：80％以上）

2）チェックリストの使用率（全エリア、ワークショップの）：100％（目標：

80％以上）

5. 不安全状況に対する認識が向上する。

モニタリングの結果によれば：

1） 100％のセクションで不安全状況の数が減少している。

2） 67％のセクションで誤解を防ぐための表示・標識が改善されている。

6. 安全に関する情報が、各部署内で活用される。

モニタリングの結果によれば：

1）ミーティング開催率（全エリア、ワークショップの）：朝礼 100％、TBM

95％（目標：80％以上）

2）ワーカーによる改善提案が 2001 年 1 ～ 3 月で 508 件提出された。

7. 安全活動計画が各部署で実施される。

モニタリング結果は以下のとおり。

1）安全活動計画の提出率（全エリア、ワークショップの）：100％（目標：80

％以上）

2）実施報告書の提出率（全エリア、ワークショップの）：85％（目標：80％

以上）

RIAMA の所長は年間戦略と目標を策定、各セクションに通達した。各セク

ションはこの戦略に従ってそれぞれの安全目標を策定し、目標達成に向けた

活動を実施している。

促進要因

・ PEMEX 本社並びに RIAMA の幹部がプロジェクトの重要性を正しく認識

し、プロジェクトに積極的にコミットし、サポートした。

・有能なC/P が配置され、C/P と専門家の間に緊密なコミュニケーションがと

られた。

添付資料 17

添付資料 17

添付資料 17

添付資料 17

添付資料 17

添付資料 7
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・生産ラインに配置されている 240 人の安全プロモーターに加え新たに 20 人

の専任安全プロモーターが任命され、より多くの従業員の安全活動への参

加と日本式安全手法と活動の現場への定着が促進された。

・日本での研修に管理職を受け入れたことにより、彼らの積極的な参加が促

進された。

・専門家、C/P、専任安全プロモーターによる粘り強い説得があった。

・ PDM が日本・メキシコ国双方が共通の理解の下にプロジェクトを運営する

ためのツールとして適切に機能し、プロジェクト活動は PDM に従って実施

されモニターされた。

・移転された技術の現場展開の必要性が認識され、PDM と活動計画に適切な

修正が加えられた。

・ CES、RIAMA 間のステアリングミーティング、スーパーインテンデント

ミーティングが定期的に開催され、プロジェクト活動に関する双方の理解

が促進された。

阻害要因

・当初は、ほとんどすべての人にとって、安全手法を導入するにあたって、従

来の習慣を変えることに対する抵抗があった。しかし、この要因もすべて

の関係者の努力により克服され、活動への参加者は急速に増加した。

「サラマンカ製油所の安全性が向上する」というプロジェクト目標は各アウ

トプットの発現により達成されている。安全性向上の程度を測ることは困難

であるが、安全性のレベルは間違いなく向上している。このような評価と根

拠となるのは以下の点である。

1） 安全に関する基本方針が明確になっており幹部の積極的なコミットがある。

2） 安全管理の組織・体制が確立されつつある。

3） 基本ルールが確立され、安全に関する計画及び訓練、情報などのシステ

ムが明確である。

4） 研修機関が設立され、全従業員が安全知識を習得している。

5） 日本的手法に基づく安全活動が日常的に実施されている。

6） 施設の不安全な状況が減少してきている。

現実に事故数が減少し、協力期間中に不休業災害記録が更新されたが、こ

のことは RIAMA の安全性が明らかに向上したことを示している。

促進・阻害要因

計画されたすべてのアウトプットは同時にプロジェクト目標を構成する要

因であり、これらアウトプットが達成された結果が同時にプロジェクト目標

の達成となっているため、介在する阻害要因は認められない。

2．プロジェク

ト目標

添付資料 6

添付資料 14

添付資料 1

添付資料 18

添付資料 17

添付資料 7
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2．案件の効果

効果の内容 参照

1. 直接効果

（「プロジェクト目標」レ

ベル）

2. 間接効果

（「上位目標」レベル）

3. その他の効果

（1） 予測された効果

・最も重要な予測された効果といえば、プロジェクト目標の達成

である。「サラマンカ製油所の安全性が向上する」というプロ

ジェクト目標が達成されたことが最大の効果である。

・プロジェクトの実施によりRIAMA の全員の安全に対する意識

が向上し、安全は自分自身の利益のために必要なもので、自分

で守らなければならないと考えるようになった。この変化は文

化の変化ともいえる。この変化が労働態度と職場環境の改善を

もたらした。

・この結果、事故の件数が減り、不休業災害記録を更新した。ま

た、保険会社による安全性の格付けが高くなった。

・プロジェクトの実施期間を通して、安全管理体制が確立されて

きている。

・各セクションの管理ラインが安全管理責任を認識するように

なった。

・このことで、全員参加による予防的な安全対策という新しい安

全文化が生まれた。

・ CES の確立により PEMEX は傘下の全製油所のすべての従業員

に継続的に安全訓練を実施できる研修機関を確保した。

（2） 予測されなかった効果

・全製油所システムに安全手法を普及するための戦略拠点が確保

された。

・プロジェクト関係者にPCM 手法によるプロジェクト管理を経験

する機会を提供した。

・計画された上位目標は「サラマンカ製油所の生産性の向上」であ

る。この目標は安全性レベルの向上の結果として達成されつつ

ある。人的ミスによる計画外のプラント閉鎖は減少した。また、

従業員の労働態度の改善が生産性の向上に貢献している。

・ RIAMA の安全活動の成功が他の製油所の注目を集め、CES に

移転された技術が普及している。この効果はPDM には記載され

ていないが、予想された効果である。

・プロジェクト活動に参加した従業員が規律と秩序を身に着けた

が、これが家庭にもち込まれ家族に効果をもたらしている。こ

の効果はさらに地域社会全体に広がるものと期待される。

・ 5S のような日本式の安全管理の方法が近隣社会からも注目され、

CES は公共機関、教育機関等にも研修コースを提供している。

これらの手法が地域社会の発展にも寄与するものと期待される。

添付資料

12 －1

添付資料

12 －2

添付資料

12 －2

添付資料

12 －2
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3．実施効率性

効果の内容 参照

1. 投入規模とタイミン

グの妥当性

（日本側）

（1） 専門家の派遣

（2） 機材供与

（3） 研修員受入れ

（メキシコ国側）

（1）C/P の配置

（2） 建物、施設

（3） ローカルコスト

2. 投入と成果のバランス

3. 支援体制

延べ 12 名の長期専門家及び 8 名の短期専門家が派遣された。専

門家の数、派遣期間、派遣時期、専門分野ともに適切であった。

総額 8,900 万円の機材が供与され、有効に活用された。

26 名の研修員が受け入れられた。研修員の数、受入れのタイミ

ングともに適切で、日本での研修が専門家からの技術移転に有効

であった。

管理職、管理要員を含め累計 36 名の人員が配置された。技術的

な C/P は延べ 14 名が配置され、初期の段階で若干の人員交代が

あったものの、全体的には定着率も高く優秀な人材が配置された。

上記に加え、RIAMA に 20 名の専任の安全プロモーターが配置

され現場における活動を支援した。

建物、施設、設備が適切に提供され、技術移転活動、研修コー

スに有効に利用された。

1996 年以降 2001 年 3 月までに施設、設備、人件費、光熱費な

どで総額US＄191 万（約 2.3 億円）が支出されている。

投入は計画どおり適切に実施され、プロジェクトは十分な成果

を得ている。双方の投入はバランス良く成果に転換されたと判断

される。特に日本での研修が人選、内容、タイミングともにプロ

ジェクト活動にうまくリンクしており、効果をあげた。

・合同調整委員会は年 1 回定期的に、また、必要に応じ臨時に開

催され、プロジェクトの進捗や問題点の報告、計画の承認など

が行われた。

・ CES と RIAMA 間では定期的にステアリングミーティングや

スーパーインテンデントミーティングが開かれ、移転された技

術の現場展開に貢献した。

・PEMEX 本社はプロジェクトに対する必要な支援を行った。

・日本ではプロジェクトを技術的に支援する国内支援委員会が組

織され、特に研修員の日本への受入れ、専門家の人選・派遣に

関し、効果的な支援を行った。

添付資料13

添付資料15

添付資料14

添付資料 7

添付資料16

添付資料 8
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4. 他の協力形態との連

携

RIAMA の技術者のなかに過去に JCCP のスキームによる日本研

修を経験している者もおり、日本に対する理解を広めるのに貢献

した。

RIAMA は JCCP スキームによる技術者の日本への派遣を計画し

ており、日本的手法に基づく安全活動の定着を促進するのに役立

つものと期待される。

JICA/CIDESI プロジェクトとの連携でASTN レベル1/2 の検査

技術の研修コースが開催された。

添付資料

12 －3

4．計画の妥当性

1. 上位目標の妥当性

2. プロジェクト目標の

妥当性

3. 協力計画の妥当性

〈上位目標、プロジェク

ト目標／成果／投入の

関連性、実施スケジュー

ルなど〉

（1）国家政策との整合性

PEMEX の石油精製はメキシコ経済戦略上重要な位置を占めており、その生

産性向上は重要な意味をもっている。RIAMA は PEMEX の製油所システムの

なかでも重要な製油所の一つで、RIAMA における生産性向上は容易に製油所

システム全体に波及するものである。このように、RIAMA の生産性向上をめ

ざした上位目標は国家政策に整合するものと考えられる。

（2）受益者ニーズとの整合性

上記のように RIAMA を含む製油所システムにとって生産性向上は非常に重

要なものである。

（1）上位目標との整合性

安全性の向上をめざすプロジェクト目標は上位目標に合致するものである。 安

全性の向上は直接生産性の向上にリンクしている。人的ミスによる計画外のプ

ラント閉鎖の減少は生産性向上に欠かせないものである。

（2）実施機関の組織的ニーズとの整合性

RIAMA は安全性の向上と事故の減少に取り組んできた。プロジェクト目標

の達成に対する RIAMA のニーズは非常に高いものである。

ただし、限られた協力期間内に、移転された手法をすべての現場に展開する

ことの難しさを考えると、プロジェクト目標は非常に意欲的であったとも考え

られる。

全体的には、計画は参加型手法に基づき適切に行われたが、以下の点が満た

されればより効果的であった。

1） プロジェクト目標と成果（アウトプット）目標レベルのより具体的な設定

2） 初期段階における移転された手法の現場展開と定着の必要性の考慮

3） 現場に展開する活動を考慮した実施スケジュール、投入量、協力範囲など

のデザイン

しかし、これらの問題は協力期間中に PDM や PO を適切に修正することに

よって解決された。
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5．自立発展性の見通し

1. 制度的側面

2. 財政的側面

3. 技術的側面

プロジェクトは組織・制度面から見て自立発展可能である。

CES は国の全製油所システムの研修機関としての地位を確立した。また、

CES は必要な設備と講師陣を備え、日本人専門家が移転した内容を教える研修

コースを実施することが可能である。一方、RIAMA は安全管理体制の機能を

確保したが、自立発展性を確実にするため更なる体制強化の努力が必要である。

プロジェクトは現在まで財政的な問題は経験していない。CES の運営に必要

な予算は PEMEX 本社によって確保されており、プロジェクトは財政的に自立

発展可能であると判断される。

RIAMA は安全活動促進継続のための更なる支出が必要である。

技術面での自立発展性は確保されている。

安全技術は C/P に移転されており、彼ら自身で研修コースが実施できる。ま

た、日本式手法は RIAMA の現場に普及しつつあり、安全プロモーターが現場

での活動を支援している。さらに、これら手法がCES の研修活動によって他の

製油所にも普及されている。また、プロジェクト実施に伴って提供された設備

は良く保守管理され、適切に使用されている。
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第 3 章　調査団所見

本件調査団は、6 月 11 日（官団員は18 日）から28 日の間、PEMEX 本社、RIAMA 及びCES な

ど本件プロジェクト関係者や長期専門家からのヒアリング、関連資料の収集・分析を行った。そ

のうえで、評価委員会を開催し本件プロジェクトの終了時評価内容について協議を実施し、その

結果を取りまとめた協議議事録（M/M）について、27 日の合同調整委員会の席上、署名・交換を

行った。また、日本国大使館、JICA 事務所を訪問し、終了時評価内容や今後の方針などについて

報告、意見交換したところ、概略は次のとおりご報告申し上げます。

1．全体総括

（1）本件プロジェクトでは、Output モニタリングにある成果を示す指標数値も十分達成されて

おり、評価 5 項目のいずれの観点からも良好な成果を収めたと評価される。安全研修について

は、既に 4,000 名以上のRIAMA 従業員に対し、上層部からワーカーに至るあらゆるレベルで

の研修を実施したほか、RIAMA 以外の製油所・輸送基地などからの研修要請にも順次応じて

いるところである。非常に意欲的な課題であった安全活動の現場展開についても、始業前ミー

ティング、TBM、KYK、指差呼称、ヒヤリハット活動、5S など日本的管理手法を含めた安全

活動が現場レベルに広く実施されている。実際に事故件数が大幅に減少したほか、外部から

も表彰や保険会社の格付け向上という形でその成果が認められるに至っている。

（2）“安全は我々のライフスタイル”との RIAMA 所長の安全スローガンに表されるとおり、本

件プロジェクトは、従業員の安全意識の変革（先方からは、本件の成果について「日本・メキ

シコの文化が融合し、安全文化を植えつけたことである」との発言あり）をもたらした、ODA

プロジェクトのなかでも特筆すべき成功例といえる。これは、長期専門家と C/P をはじめと

したメキシコ国側関係者の並々ならぬ努力と熱意の賜物であるとともに、日本側関係者の積

極的なサポートによるものである。

（3）本件プロジェクトは、予定どおり本年 11 月末で終了することとなろうが、ODA プロジェク

トの成功例を継続的に注目すべく、終了後の適当な時期に（必ずしもODA に限定することな

く）移転技術の状況確認・支援のための協力を行うことで、フォローすることが望ましい。ま

た、評価委員会の席上出されたプロジェクト終了後の短期専門家（TPM などハイレベルの安

全管理分野）の派遣要請については、本件プロジェクトの自立発展を支援するものとして有意

義であると認められるところ、メキシコ国側の協力要請のプライオリティ次第では、是非前
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向きに検討していただきたい。

（4）プロジェクト終了後の自立発展に向けての方策としては、（ア）CES の研修機能に関し、長

期専門家が伝承した技術を組織のなかに残す措置をとること、（イ）長期専門家が実体的に実

施してきた安全諸活動（啓蒙、実務指導、企画、支援、勧告）について、責任・権限の所在を

明確にしたうえで、CES、あるいはRIAMA それぞれのなかに定着していくこと、（ウ）RIAMA

自身で明確かつ現実的な安全活動目標を設定し、その達成のために必要な体制の構築を図る

こと、（エ）RIAMA 幹部の安全活動に対するイニシアティブを継続するとともに、ボトムアッ

プの両面から中間管理層の意識高揚に向けての働きかけをすること、などがあげられる。

（5）安全という目に見えぬソフトな協力を成功に導いた要因としては、（ア）上層部のイニシア

ティブを取り付けたこと、（イ）長期専門家が現場レベルに安全活動の模範を示し、安全とは

何かということについて粘り強く理解獲得に努めたこと、（ウ）実際に安全活動をさせてみて、

実施した自分自身でその有効性を実感し納得させたこと、が考えられるところ、今後の安全

に関する技術移転を行ううえで、大いに参考になるものである。

2．終了時評価結果

本件プロジェクト関係者（PEMEX 本社幹部、RIAMA 幹部・現場レベル、CES の C/P）や長期

専門家からのヒアリング、製油所の各現場における日本的管理手法の活用・定着状況の確認、事

前アンケートなど各種資料の分析結果を総合的に検討し、評価委員会での議論を踏まえ導出され

た評価結果は、次の概要のとおり。

（1）目標達成度（Effectiveness）

既に 4 月末のモニタリングにおいて、各Output の達成度は極めて高いことが確認されてお

り、プロジェクト終了時までには予定どおり達成できる見込みである。

すなわち、安全管理のための組織体制については、RIAMA では検査安全部の下、約 250 名

のライン型安全管理プロモーターと 20 名のスタッフ型プロモーターが配置されており、安全

技術の定着に必要な研修・各種支援活動は、CES が本社生産担当副総裁傘下に位置づけられ

るなど、確立されているといえる。現場では、必ずしも十分ではないながらも、日常的に日

本的管理手法などによる安全活動（始業前ミーティング、TBM、指差呼称、ヒヤリハット、5S

など）が実施されており、安全に対する従業員の意識改善が図られている。

現実に事故数が減少し、プロジェクト期間中に不休業災害記録が更新されたことは、

RIAMA の安全性レベルが向上した証左ともいえ、米州安全会議での受賞、保険会社の格付け
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向上といった第三者によるRIAMA の安全評価結果を見ても、RIAMA の安全性向上という目

標は達成されたと評価できる。

（2）効果（Impact）

既に 4,000 名以上の RIAMA 従業員が数次にわたりCES の研修を受講しており、従業員の

安全に関する知識は着実に向上している。また、RIAMA 所長の打ち出した“安全は我々のラ

イフスタイル“とのスローガンの下、プロジェクトの実施により安全は自分の責任との意識が

醸成され、勤務態度や職場の環境改善がもたらされ、それが実際に事故数の減少などの効果

として現れている。

こうした効果には、RIAMA 以外の製油所からも関心が寄せられ、CES がその支援に出向い

ているばかりでなく、職場での安全活動を家族や地域住民に紹介したり、近隣の公共機関や

教育施設からの依頼に応じ研修を行うといった社会に根ざした活動を行い評価を受けるなど、

予想以上の効果もあげている。

（3）効率性（Efficiency）

専門家派遣、機材供与、C/P 研修員受入れ、あるいはメキシコ国側C/P 配置、ローカルコス

ト負担などを含め、投入のタイミング・量・質とも、おおむね良好であった。また、JCCP に

よる RIAMA 技術者の日本研修の支援事業やケレタロ州産業技術開発センター（Centro de

Ingenieria y Desarollo Industrial：CIDESI）との連携により、非破壊検査技術に対する研修

が実施されるなど、他の協力事業とも効率よく連携がなされている。その他各種委員会や調

査団もおおむね所期の機能を果たしていることから、プロジェクト実施の効率性には特段問

題は見当たらない。

（4）計画の妥当性（Relevance）

メキシコ国の経済政策のなかで PEMEX の果たす役割は極めて大きく、製油所の生産性向

上は同国経済にとって重要な課題であることは、プロジェクト開始当初から一貫して変わっ

ていない。安全は生産性を向上するうえでの重要な要素であり、日常業務としての保全、メ

ンテナンスの取り組み方まで包含した日本的管理手法など安全管理技術を移転し、RIAMA の

安全性を向上するとしたプロジェクト目標は妥当であるといえよう。

本件プロジェクトでは、安全研修・各種支援活動を行う CES を通じて安全管理知識を有し

た従業員が継続的に育成できるようにするばかりでなく、中間時点での計画（PDM）の見直

しにより、育成された従業員がRIAMA 内に現場展開するところまで包含した、5 年間という

限られた期間での協力活動としては極めて意欲的な活動計画を設定した。結果として長期専
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門家・C/P の献身的な努力により大きな成果をあげるに至っているが、見直しの際には十分に

予見し得なかったプロジェクト運営上の諸問題が発生し、活動の円滑な進捗に少なからぬ影

響を与えた点は否めない。

PDM 作成にあたってプロジェクト関係者間で共通の認識としておくべき事項（指揮命令系

統などの組織運営体制、具体的活動内容など）として、今後の JICA プロジェクト実施にあたっ

ては十分留意すべき点であろう。

（5）自立発展性（Sustainability）

CES は、PEMEX 本社安全総本部の下、全製油所の研修機関として組織的に位置づけられ、

財務的にも本社予算として確保される体制をとっている。技術の面においても、長期専門家

から移転された日本的管理手法を含む安全活動に関する知識を用い、既に相当数の研修活動

をこなしており、今後の研修活動の維持の点では問題はない。

協力期間中には、CES の活動の一環として RIAMA に対する安全啓蒙、実務指導など各種

安全活動を長期専門家の強力な支援の下で行ってきている。こうした安全活動も含めCES の

活動を継続的に発展させていくためには、RIAMA、CES それぞれにおいて 5．（p.24）に述べ

るような体制を構築することが重要であろう。

3．評価委員会における議論

25、26 日の両日にわたり、日本側評価調査団及びメキシコ国側評価委員長であるRIAMA 所長、

PEMEX 本社代表ほか評価委員の参加の下、評価結果について協議が行われたところ、概要は次の

とおり。

（1）評価結果については、日本側案を提示し説明を行ったところ、おおむね原案どおりで了解が

得られた。

（2）プロジェクト期間内に派遣を予定している労働習性（Labor Behavior）分野の短期専門家の

派遣について、当方より、中間評価時点からの懸案事項でもあり、現在鋭意人選中であるが、

責任感・協調性・忠誠心などの Labor Behavior については日本の特殊性があるなか、日本で

かかる分野の人材を探すことは非常に困難な状況であり、場合によっては派遣できない可能性

がある旨説明した。

先方は、かかる状況に理解を示しつつも、代替案としてメキシコ国内の産業界やコンサルタ

ントのなかからも人材を探す旨提案がなされた。当方よりかかる提案内容についても進めてほ

しい旨示唆するとともに、ローカルコンサルタントに対する我が方支援の可能性についても言

及した。最終的には、双方で当該分野の専門家を探す努力をしたうえで、7 月末までにしかる

べきルートにてその結果を報告し合い、その後のAction について決定することで両者合意し、
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M/M に記載した。

（3）プロジェクト終了後の協力に関し、先方よりハイレベルな専門技術、特に将来的な TPM の

導入を踏まえた専門技術分野の短期専門家（シニアボランティア派遣の可能性についても言及

あり）を派遣してほしい旨要望があった。

かかる要請に対し、当方より、本件要請は新規要請と整理したうえで、不均衡是正などにス

トレスを置いた国家開発計画や先般のフォックス大統領の訪日時の話題などを引用しつつ、本

要請はメキシコ国全体の協力要請のなかでの位置づけを明確にすべき旨指摘し、本要請につい

ては日本政府関係者に伝えることと併せM/M に記載した。

評価委員会では、本件調査団から RIAMA の現場安全視察を取りまとめた結果を披露したうえ

で、プロジェクトの代表として RIAMA 社長に報告書を提出した。

なお、22 日の RIAMA 幹部との会議では、先方は安全は常にダイナミックに進歩しており、そ

れに対し、適切なレベルを保持していく必要があるとして、継続的な情報交換の手段について希

望するところがあったので、当方より知り得る限りの情報源（入手の際には有償である場合も含

め）について情報提供する旨回答した。

4．今後のプロジェクトへの支援策

上記評価委員会での協議結果を踏まえ、本件プロジェクトは予定どおり本年 11 月末をもって終

了することで問題はない。

ただし、プロジェクト期間中の協力は大変な成功を収めたものの、5．（p.24）の方策が着実にと

られRIAMA、CES が自立的に発展できるか否かについては、可能であると評価するも全く不安な

しとはしない。本件はメキシコ国側の安全に対する意識・文化にまで影響を及ぼした ODA プロ

ジェクトのなかでも特筆すべき成功例といっても過言ではなく、せっかく定着しつつある日本的

管理手法を含めた安全諸活動が時間の経過とともに下火になってしまっては大変残念である。

プロジェクト終了時までに、長期専門家も安全活動をメキシコ国側自身でいかに継続して行い

得るかに意を用いて指導するわけであるが、終了後の適当な時期に（必ずしもODA に限定するこ

となく）移転技術の状況確認・支援のための協力を行うことで、プロジェクトのフォローを行う

ことが望ましい。

他方、協議のなかで出された短期専門家の派遣要請については、本件プロジェクトの自立発展

を支援するものとして有意義であると認められるところ、メキシコ国側の協力要請のプライオリ

ティ次第では、是非前向きに検討していただきたい。
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5．プロジェクト終了後の自立発展に向けての方策

（1）CES の研修活動の維持・発展のための方策

既にプロジェクト活動のなかでは相当量のテキストは作成されており、具体的に各種レベ

ルの研修に活用されてきたが、こうしたテキストなど知的財産を継続的に活用するためには、

組織のなかでの共有を可能にする措置をとることが必要と思われる。

また、長期専門家が移転した技術には、こうした文書に残されたもののほか文書化できな

いノウハウが含まれており、これらを伝承していくためには、最低限プロジェクト終了後も

一定期間はCES の C/P を継続的に配置しノウハウの共有化を図ることが必要であろうし、異

動の際には相応の配慮をするなどの対応が求められよう。

さらに、作成済みのカリキュラムも、新しい技術の導入に伴い常に更新していくことが必

要であるが、残念ながらこうした新たな情報に接触できる環境が未整備であるのが現状であ

る。C/P は既に一定レベル以上の能力を有しているところ、例えば、人材育成の一環として新

技術の情報入手のために必要な書籍の購入や新技術取得のための研修の機会の提供について

RIAMA、CES の管理層が配慮し制度化していくことが重要である。

（2）安全活動の推進機能を確保するための方策

CES が RIAMA に対し実施してきた安全啓蒙や実務指導、ある場合には勧告などの安全諸

活動は、豊富な知識・経験を有した長期専門家の実質的な関与に裏づけられて行われてきた

側面が強く、長期専門家の支援の下で、RIAMA 所長の強力なイニシアティブにより機能して

きたのが実態である。

こうした機能を今後とも組織的に残していくためには、例えば、CES 職員に指導された改

善事項については各職場での実施に一定の強制力をもたせるといった、各安全活動について

責任・権限の所在を明確にしたうえで、CES、あるいはRIAMA それぞれのなかに定着してい

くことが必要である。

（3）RIAMA における安全レベル推進のための方策

RIAMA は現時点においても、安全に係る理念・基本政策や年次活動計画といった上位目標

を有し、検査安全部の下、ライン型・スタッフ型安全管理プロモーターの配置、あるいは各

種安全会議の設置など安全管理体制についても確立されているといえよう。例えば、ゼロ災

を実施するにあたり、各現場がどのようなリスクを抱え、それに対処するために何をすべき

か具体的な安全活動目標がないのが現状である。また、各職場においては、安全とは日本的

安全管理手法を実施することと誤解している雰囲気もあり、安全が仕事として完全に理解さ

れるに至っていない状況もある。
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今後、RIAMA の安全レベルを向上していくためには、RIAMA 自身で明確かつ永続的・現

実的な安全活動目標を設定すること及び、職場レベルにおいても安全のための仕事のルール

化を図るといったシステムづくりも必要であろう。

（4）RIAMA 幹部のイニシアティブの確保と中間管理層の意識改善

プロジェクト活動によって、中間管理層の安全活動促進に対する理解は進みつつあるが、

CES の C/P や現場レベルでは、いまだ中間管理層の理解不足を指摘する意見も根強く残って

いる。また、上層部から指示するルートはあるが、下からの意見を吸い上げるルートが確立

されておらず、上層部が的確に安全活動の現状を把握できるシステムがないのが実情である。

現場レベルの安全に対する意識が高まり自主的に安全活動を実施しつつある状況のなか、今

後ともこうした動きを維持・促進していくためには、中間管理層の安全活動促進に対する意

識改善が必要である。引き続きRIAMA 幹部の強力なイニシアティブを確保するとともに、現

在、長期専門家の発案により実施されつつある改善提案シートの活用などによりボトムアッ

プシステムを定着させるなどして、トップ・ボトムの両面から中間管理層の意識高揚に向け

ての働きかけをする必要がある。

6．本件プロジェクトの成功要因と教訓

本件プロジェクトは、製油所の安全管理・活動体制を強化することを目的としたものであるが、

安全は製油所に限らず他の産業にも共通した課題であるところ、本件プロジェクトの成功事例は

こうした産業にも広く適用可能と考えられる。

具体的に適用するためには、プロジェクトの成功要因を分析する必要がある。順調なメキシコ

国の経済成長と歩調を合わせ環境や安全といった地球的課題に対する関心が高まったといった外

的要因や、プロジェクトの安定的な財政基盤や C/P の積極性といったあらゆるプロジェクトに横

断的な要因を切り離して、安全というプロジェクトの性格に焦点を絞って日本・メキシコ国の文

化の壁を越えて安全文化を芽生えさせた要因とは何かを考えてみると、おおむね次の 3 点があげ

られよう。

すなわち、①上層部のイニシアティブを取り付けたこと、②長期専門家が現場レベルに安全活

動の模範を示し、安全とは何かということについて粘り強く理解獲得に努めたこと、③実際に安

全活動をさせてみて、実施した自分自身でその有効性を実感し納得させたことである。安全とい

うとらえどころのない対象を移転するうえで、まず始めに専門家自ら現場において率先垂範して

安全活動を示したことが、現場レベルの理解と意識の改善に大きく貢献した。そして、その活動

をさせてみるうえで、上層部が積極的に関与し、その活動実施の陣頭指揮をとってくれたことは、

いわゆる“ムチ”ともなり、活動の実施促進を強く後押しする結果となった。こうして現場が活動
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を実際に実施してみて、安全とは何かということを実感し自信をつけるという“アメ”を得るに従

い、現場レベルの安全活動の促進に弾みがついたものと考えられる。

これら 3 点のリンケージは、今後の安全に関する技術移転を行ううえで、大いに参考になるも

のと考える。
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